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テーマ設定の背景
• 気候変動に関する企業の取り組みに、機関投資家*が着⽬

• SDGs**やTCFD***のような企業の環境対策に関する情報公開
への強い要請

• RE100****加盟企業が国内外で増加。事業活動で使⽤するエネル
ギーの再⽣可能エネルギーへの転換が加速

• 企業の適切な脱炭素戦略の採⽤、より着実な再⽣可能エネルギー利
⽤に関し、各業界の特徴を活かした⽅向性を模索
*主に法⼈として⼤規模な資⾦を運⽤する⼤⼝投資家
**持続可能な開発のために必要不可⽋である2030年までに達成すべき国際⽬標
***気候関連の情報開⽰及び⾦融機関の対応をどのように⾏うかを検討する国際組織とその活動
****企業に事業活動で消費するエネルギーを100%再⽣可能エネルギーで調達することを宣⾔させ、実⾏させる国際的なイニシアチブ



あらかじめの結論
・RE100加盟企業と⾮加盟企業を分ける要因は、
事業活動で主に利⽤するエネルギーが電気か否かである
→電気を主に利⽤する企業は加盟
→軽油やガソリンを主に利⽤する企業は⾮加盟

• 加盟企業と⾮加盟企業ともに、電⼒由来のCO₂の排出削減のために「追加性」*
がある電⼒の調達⽅法を採⽤。それぞれの調達に質的な差はない

• 脱炭素のためにRE100への加盟が有意義な結果をもたらす企業は、
電気を主に利⽤する企業に限定される

• RE100に並ぶ、電気以外のエネルギーを主に利⽤する企業が参加する
国際的なイニシアチブ**が必要
*⽐較的新規の発電施設から供給された再⽣可能エネルギー由来の電⼒であること
**ここでは事態改善のための新規構想、戦略を意味する



1. ⽇本におけるRE100の現状



1． ⽇本におけるRE100の現状
RE100は企業が事業で使⽤する電⼒の再⽣可能エネルギー
100％化を⽬指すイニシアチブ

⽇本企業のRE100加盟数︓62社（2021年11⽉現在）

加盟している主な⽇本企業

株式会社リコー・積⽔ハウス株式会社・ソニー株式会社・東急不動産株式会社・
三菱地所株式会社・株式会社丸井グループ・⽇清⾷品ホールディングス株式会
社・アサヒグループホールディングス株式会社など(加盟順)



2． 仮説の設定と検証



2-1.仮説の設定
【仮説】
⽇本においてRE100に加盟する企業と⾮加盟の企業を分ける要因は、
再⽣可能エネルギー由来の電⼒調達の質を認識しているか否かであろう
（ここでは電⼒調達の質を、追加性＊の有無とする）

追加性がある電力調達

重要視
せず調達

重要視
して調達

RE100
加盟企業

RE100
非加盟企業

電力調達

追加性
がある

追加性
がない

重視して
調達

重視せず
調達

RE100
加盟

RE100
非加盟

・・・

・・・

＊追加性は再生可能エネルギー発電設備の導入によって二酸化炭
素の削減量が実質的に増大することと定義する



2-2.仮説の根拠（1）
１)再エネ由来の電⼒調達は
追加性の有無で⼆つに分けられる

２）新たな再エネの調達⼿段は
太陽光発電設備の設置が主流

追加性がある

追加性がない

電力調達

資源エネルギー庁「2020-日本が抱えているエネルギー問題（前編）」



2-2.仮説の根拠（2）
３）太陽光発電の導⼊は

追加性がある電⼒調達
どの企業も追加性がある電⼒調達の
可能性をもつ

電力調達

追加性がある

追加性がない

RE100
加盟

RE100
非加盟

認識して調達

認識せず調達

RE100
加盟

RE100
非加盟

4）RE100加盟企業は
加盟時に追加性を認識

追加性の認識の有無が
加盟、⾮加盟を分ける要因

・・・

・・・



2-3.仮説の検証⽅法
2-3-1.対象企業の選出⽅法

• RE100加盟企業（2021年5⽉時点）が4社以上の業界を
『会社四季報』から選出

• ⾷料品・建設・不動産・電気機器・⼩売の５業界が対象

• 5業界におけるRE100加盟企業と⾮加盟企業から
それぞれ売上⾼の上位4社を選出



2-3.仮説の検証⽅法
2-3-2.調査⽅法（1）
• 対象企業の「環境報告書」・「統合報告書」・HPを参照し、
電⼒調達の質（追加性の有無）を調査

• 「公益財団法⼈ ⾃然エネルギー財団」にプレ調査（質問状への助⾔）

• 質問状の作成

• 2-3-1で対象とした企業40社に質問状を送付、得られた回答の検証

• 調査受け⼊れ企業と追加的な質疑応答（建設H社）



2-3.仮説の検証⽅法
2-3-2.調査⽅法（2）
【質問状の内容】
・再エネ由来の電⼒調達について、購⼊の可否の判断基準があるかないか

・判断基準を必須の条件としているか

・追加性に対する考え⽅

・電⼒調達⽅法の採⽤理由

・RE100への加盟のメリット(加盟企業⽤の質問)

・RE100に加盟しない理由（⾮加盟企業⽤の質問）



2-４.検証結果

【追加性を重視していることが明確な企業】

電気機器
A社

（加盟）

運転開始から間もない再エネ発電設備に高得点
独自の評価制度で点数化
調達の有無を判断

電気機器
D社

（加盟）

比較的新規の設備からの調達を優先
再エネ電力拡大への貢献が推奨要件

2-4-1.HPなどの調査結果



2-4.検証結果

【再エネ由来の電⼒購⼊を判断する基準】
食料品B社
（加盟）

RE100への適合性
環境負荷や人権的観点

追加性

建設D社
（加盟）

グループ内の再エネ発電所由来かつ
トラッキング付き非化石証書が付与されているか否か

小売A社
（加盟） RE100への適合性

不動産A社
（加盟）

自社保有の再エネ発電所で発電されているか否か

建設H社
（非加盟） 電力の価格

電気機器F社
（非加盟） 設定目標の達成に必要か

2-4-2.質問状の回答の結果１



2-4.検証結果

【追加性についての企業からの回答】

食料品B社
（加盟）

自社の敷地内では新たな発電所を建てることで追加性を確保
自社の敷地外からの調達における追加性の定義は検討中

建設H社
（非加盟） 再エネの消費量を増加させることが需要側の役目だから

今は追加性を求める段階ではない

2-4-2.質問状の回答の結果２



2-4.検証結果

【電⼒調達の⽅法と採⽤理由】
調達方法 採用理由

食料品B社
（加盟）

オンサイトPPAモデル 資産・建物を利用した
再生可能エネルギー供給量の増加が可能

建設D社
（加盟）

自社発電事業 他の需要家の再エネ調達を阻害しないため

不動産A社
（加盟）

自社発電事業 自社アセットが活用できる

建設G社
（非加盟）

新規自社施設および
顧客施設のZEB化 ZEBのニーズ増加の見込みがある

電気機器F社
（非加盟）

自社発電事業 自社アセットが活用できる

2-4-2.質問状の回答の結果３



2-4.検証結果

【RE100に加盟することで得られたメリット】

食料品B社
（加盟）

太陽光発電に関する新たな技術の保有
グループ内での技術展開

建設D社
（加盟）

他社との共同案件からの技術革新のシーズ発掘

不動産A社
（加盟） 企業全体の環境取組の推進

2-4-2.質問状の回答の結果４



2-4.検証結果

【RE100に加盟しない理由について】

電気機器F社
（非加盟）

ロードマップ作成段階であり
完成し次第、加盟

建設G社
（非加盟）

長期環境ビジョンによる十分な脱炭素戦略の提示済

建設H社
（非加盟）

総CO２排出量の７割が燃料由来だからRE100加盟は優先度が
低い

2-4-2.質問状の回答の結果５



2-5.検証結果の考察
• 多くの企業が太陽光発電事業を採⽤。質問状から⼗分な数の回答が得られなかった。

⾮加盟企業が追加性を重要視しているかを判断できなかった。

• 建設業界H社の回答からの⽰唆
⇒脱炭素戦略の総体に占めるRE100の位置づけが不⼗分

電気由来のCO₂排出量 ＜ 電気以外に由来するCO₂排出量

以上の場合、
RE100が企業の脱炭素戦略を⼗分に評価できない可能性⼤

⇒新たな仮説の設定、検証が必要



３. 検証結果の考察から導かれた
新たな仮説の設定と検証



3-1.新たな仮説の設定

【仮説】

RE100加盟企業と⾮加盟企業を分ける要因は、
総CO₂排出量に占める電⼒由来の排出割合の⼤⼩



3-2.新たな仮説の検証⽅法

• 対象企業︓2章で選出した40社
（うち5社は以下の資料が不⼗分のため除外）

• 対象企業の「環境報告書」や「有価証券報告書」、
HPなどのインターネット調査をもとに散布図を作成

横軸︓企業の総CO₂排出量に占める電⼒由来のCO₂排出割合
scope2/（scope1＋scope2）×100（単位︓%）

縦軸︓企業の売上⾼あたりのCO₂排出原単位
（scope1＋scope2）/売上⾼（単位︓t/百万円）



3-3.検証結果*（建設）
⾮加盟企業は加盟企業より横軸
scope2/（scope1＋scope2）×100

の値が⼩さい

縦軸（scope1＋scope2）/売上⾼

の値について、 加盟企業と⾮加盟
企業とで明確な差異はない

概して建設業界は横軸の値が⼩さい*本研究において縦軸と横軸を定める数値は、各企業が公開してるGHGプロトコルのスコー
プ1とスコープ2を使⽤した。それぞれの意味は以下の通りである
GHGプロトコル…温室効果ガス排出量の算定と報告の基準
スコープ1…企業が事業活動を⾏う上で、ボイラーや⾞両等を使⽤することによって排出するCO₂
スコープ2…企業が事業活動を⾏う上で、購⼊電⼒を使⽤したことによって排出するCO₂



3-3.検証結果（電気機器）

横軸 scope2/（scope1＋scope2）×100

の値について、加盟企業と⾮加盟
企業とで明確な差異はない

加盟企業は⾮加盟企業よりも
縦軸（scope1＋scope2）/売上⾼

の値が⼩さい

概して電気機器業界は横軸の値が⼤きい



3-3.検証結果（⾷料品・不動産・⼩売）

⾷料品・⼩売・不動産の三業界について、
加盟企業と⾮加盟企業を分ける要因は不明

概して⼩売・不動産業界は、横軸の値が⼤きい



3-4.検証結果の考察（1）

横軸の値が5業界で特に⼩さい建設業

⾮加盟企業は横軸の値が⼀層⼩さい

横軸 scope2/(scope1＋scope2)×100
の値が⼩さい企業は加盟しない

RE100はこのような企業の脱炭素戦
略の⼤部分を評価できない



3-4.検証結果の考察（2）

横軸の値が⼩さくない電気機器業界

⾮加盟企業は縦軸の値が⼤きい

縦軸（scope1＋scope2）/売上⾼
の値が⼤きい企業は加盟しない

排出削減の取り組みが遅れている



４. 総括



4-1.総括
• RE100加盟企業と⾮加盟企業を分ける要因は、
事業活動で主に利⽤するエネルギーが電気か否かである
→電気を主に利⽤する企業は加盟
→軽油やガソリンを主に利⽤する企業は⾮加盟

• 加盟企業と⾮加盟企業ともに、電⼒由来のCO₂排出削減のために「追加性」
がある電⼒の調達⽅法を採⽤。それぞれの調達に質的な差はない

• 脱炭素のためにRE100への加盟が有意義な結果をもたらす企業は
電気を主に利⽤する企業に限定される

• RE100に加え、電気以外のエネルギーを主に利⽤する企業が参加し、
サプライチェーンでのCO₂排出（scope3）削減を促進できる
国際的なイニシアチブが必要



4-2.既存のイニシアチブ

EP100 EV100
エネルギー効率の倍増を⽬標に
掲げ、企業が参加する国際的
なイニシアチブ

事業活動で使うモビリティの100%
ゼロエミッションを⽬標に掲げ企業が
参加する国際的なイニシアチブ

問題点 問題点

⾮化⽯エネルギーへの切り替え、評価
されず

脱炭素の取り組みが輸送⼿段に限定。
範囲が狭い
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